
１ 計画の策定 

 ｜ 策定する計画について 

  子育て、家事、仕事等の生活全般で困難を抱えるひとり親家庭等に対する総合的な支援施策

を推進するため、母子及び父子並びに寡婦福祉法第 12条及び国の基本方針に基づき策定する

５か年計画であり、本計画は第４次計画となります。 

 ｜ 計画期間  平成 30 年度（2018 年度）～ 平成 34 年度（2022 年度） 

 ｜ 計画の位置付け 

※「札幌市子どもの貧困対策計画」とは、支援の対象者や支援策が重なる部分が多くあるため、緊密な連携を図る関係にあります。

２ ひとり親家庭等の現状 

 ひとり親家庭の就労と収入の状況    生活保護を受けている母子世帯の数 
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指針

 年間総収入
（300万円未満）

74.2% 71.3% 53.2% 59.7%

 内正規雇用 36.2% 35.2% 54.6% 58.8%

 年間就労収入
（200万円未満）

66.2% 62.8% 34.4% 37.0%

母子家庭 父子家庭

H24 H29 H24 H29

 就業率 80.3% 83.8% 83.4% 85.1%

出典） 母子家庭：H27年国勢調査18歳未満の子のいる世帯

生活保護世帯：札幌市生活保護統計月報（年度平均）
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母子家庭の親は、就業率は高いものの、正規雇用の

割合が低い傾向にあります。 

H27 年度には、母子家庭の約４割が生活保護を受給

しています。 

 母子家庭

 うち生活保護世帯



 ひとり親になる前後の雇用形態（母子家庭）   ひとり親になる前後の雇用形態（父子家庭） 

 （ひとり親家庭になる前の雇用形態）   （ひとり親家庭になる前の雇用形態） 

 （現在の雇用形態）    （現在の雇用形態） 

 ひとり親家庭の子の就学・就労状況    養育費の取決状況 

 （就学・就労状況（18～19 歳世代））   （母子家庭） 

 （子に期待する最終学歴）    （父子家庭） 

 （参考）H29学校基本調査 一般世帯の大学進学 ： 49.6% 

  ※ 「②生活保護を受けている母子世帯の数」を除き、図は、H29年 8月に実施したアンケート調査によるものです。 

３ ひとり親家庭等の抱える主な課題 

 ｜ 子育て・生活 

  ひとり親家庭は、子育てと生計という二人分の役割を担わなければならず、子育て、家事、

仕事等の生活全般で様々な困難を抱えており、今後の生活への不安を感じている一方で相談相

手がいない割合が高いこと、大学への進学率が一般世帯と比較して極めて低いことなどが課題

となっています。 

 ｜ 就業 

  ひとり親家庭（特に母子家庭）の親には、就業率は高いものの正規雇用の割合が低いという

特徴があり、雇用や身分の不安定さが今後の生活の不安につながっていること、子育てのため

の時間の確保が困難であること、資格を持っていない方の正規雇用の割合が極めて低いことな

どが課題となっています。 

正規雇用 パート・アルバイト 派遣・契約 自営 働いていない その他・不明 正規雇用 パート・アルバイト 派遣・契約 自営 働いていない その他・不明
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母子家庭の親は、ひとり親家庭になった後、家計を

支えるため就業割合が増加する傾向にあります。 

父子家庭の親は、ひとり親家庭になった後、子育て

の時間を確保するため就業割合が減少する傾向に

あります。 

ひとり親家庭は、期待する最終学歴すら一般世帯の

実際の大学進学率に届いていません。 

100％であるべきの養育費の取決めが、母子家庭で

は52.6％、父子家庭では21.0％に留まっています。 
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 ｜ 養育費 

  養育費を受けることは子どもの権利であるにも関わらず、その確保が進んでいない実態があ

り、養育費及び面会交流の取決状況は改善されているものの依然として低い割合であること、

離婚時に養育費や面会交流について誰にも相談していない方が多くいることなどが課題とな

っています。 

 ｜ 収入 

  平成 28 年国民生活基礎調査では、ひとり親家庭等の相対的貧困率が 50.8%という結果にな

っており、ひとり親家庭の多くが経済的に困難な状況にあります。また、ひとり親家庭は年間

総収入・年間就労収入ともに低い傾向にあること、主な収入を生活保護費としている方が多く

いることなどが課題となっています。 

 ｜ 支援制度 

  アンケート調査の結果では、多くの支援制度について、前回調査（H24）よりも認知度が下

がっており、支援を必要としている方がいるにもかかわらず、必要な情報が届いていないこと

が課題となっています。 

４ 前計画の振返り 

 ｜ 前計画の取組による成果 

  ・ 前計画では、「就業支援の充実」に力を入れて施策を展開 

  ・ 資格の取得を支援する「高等職業訓練促進給付金事業」では、修了者の約 78％が就業

 ｜ 就業支援の重要性 

  ・ 雇用や身分の不安定さが「今後の生活への不安」に深く関係 

  ・ 資格の取得が正規雇用に有利 

 ｜ 支援制度の認知度 

  ・ ひとり親家庭の支援制度は多くあるが、いずれも認知度が低い。 

  ・ 前回調査から認知度が低下

 ｜ 今後の取組 

  ・ 就業支援へのより積極的な取組が必要 

  ・ 広報への重点的な取組が必要

64.2%

　ひとり親家庭学習支援ボランティア － 26.9% － 57.6%

　ひとり親家庭等日常生活支援事業 30.3% 19.9% 53.7%

58.1%

　ひとり親家庭支援センター 44.8% 34.9% 40.1% 50.3%

　自立支援教育訓練給付金 31.9% 37.0% 52.4% 48.3%

　高等職業訓練促進給付金 38.4% 26.4% 46.6%

　区役所の母子・婦人相談員 43.4% 36.0% 40.0% 49.0%

　母子・父子・寡婦福祉資金貸付金 37.7% 33.0% 46.6% 52.5%

知っている 知らない

H24調査 H29調査 H24調査 H29調査

　　 支援制度の認知度（母子家庭）



５ 計画の体系と成果指標 

 ｜ 基本理念 ｜ ひとり親家庭等の生活の安定と向上、その子どもたちの健やかな成長 

  日々の生活や子育てに不安を抱いているひとり親家庭等が安心して生活を送ることができ

るように、また、ひとり親家庭の子どもたちが、どのような環境に生まれ育っても健やかに成

長できるように、ひとり親家庭等を支える社会を実現していくという思いを込めて、基本理念

を定めています。 

 【 成果指標（計画全体）】 

● 今後の生活（経済的・子育て等）に不安のある方の割合

 前回値（H24年度） 現状値（H29年度） 目標値（H34年度） 

母子家庭 94.0%    88.0%    80.0%    

父子家庭 91.2%    84.4%    80.0%    

寡婦 84.2%    66.0%    60.0%    

 ｜ 基本目標１ ｜ 子育て・生活支援の充実 

  ひとり親家庭等が安心して子育てと就業や就業のための訓練との両立を図り、安定した生活

を送ることができるよう、子育てや生活面での支援体制や相談体制を充実します。 

 【 計画の体系 】 

  （基本施策）     （主な事業） 

１ 子育て・生活支援の充実 区保育・子育て支援センター（ちあふる）（拡充） 

保育サービスの充実 

 子育て情報室（追加） 

２ 生活支援の推進 母子・婦人相談員（★） 

困難を抱える子ども・世帯を早期に把握し必要な 
支援に結びつける体制の強化（拡充） 

 市営住宅入所の優遇措置（★） 

３ 生活支援の推進 放課後の居場所づくりの推進（拡充） 

 ひとり親家庭学習支援ボランティア事業（★） 

 就学援助（追加 拡充） 

 【 成果指標 】 

● 子どもに対して悩みを持っている方の割合

 前回値（H24年度） 現状値（H29年度） 目標値（H34年度） 

母子家庭 84.9%    80.9%    70.0%    

父子家庭 80.4%    79.9%    70.0%    

● 18～19 歳世代の大学進学の割合

 前回値（H24年度） 現状値（H29年度） 目標値（H34年度） 

ひとり親家庭 － 26.0%    38.0%    



 ｜ 基本目標２ ｜ 就業支援の充実 

  ひとり親家庭等が十分な収入を得られ、経済的に自立した生活を送ることができるよう、資

格の取得や職業能力向上のための訓練、就業機会の創出等の支援を充実します。 

 【 計画の体系 】 

  （基本施策）     （主な事業） 

１ 就業相談・就業機会創出等の推進 ひとり親家庭等就業支援センター（★） 

ひとり親家庭就業機会創出事業（★ 拡充） 

２ 資格・技能習得等の支援の推進 自立支援教育訓練給付金事業（★） 

 高等職業訓練促進給付金事業（★ 拡充） 

３ 女性のための就業支援の推進 女性の再就職への支援 

４ 働きやすい環境づくりの推進 保育所の優先入所（★） 

 ワーク・ライフ・バランス plus 企業認証制度 

 【 成果指標 】 

● 仕事に対して悩みを持っている方の割合

 前回値（H24年度） 現状値（H29年度） 目標値（H34年度）

母子家庭 91.2%   91.9%   80.0%   

父子家庭 88.7%   90.8%   80.0%   

寡婦 84.4%   81.6%   70.0%   

● 就業している方のうちの正社員・正職員の割合

 前回値（H24年度） 現状値（H29年度） 目標値（H34年度） 

母子家庭 36.2%    35.2%    45.0%    

父子家庭 54.6%    58.8%    62.0%    

 ｜ 基本目標３ ｜ 養育費確保及び適切な面会交流の推進 

  ひとり親家庭の生活を支え、子どもたちの健やかな成長を図るためにも、子どもが養育費を

受け取ることができ、適切な面会交流が行われるよう養育費及び面会交流に関する社会的機運

の醸成や取決めを促進するための支援を推進します。 

 【 計画の体系 】 

  （基本施策）       （主な事業） 

１ 養育費等及び面会交流に関する相談体制
の強化

ひとり親家庭支援センター養育費相談（★） 

２ 養育費及び面会交流に関する広報・啓発活
動の推進

養育費・面会交流に関する広報・啓発（★） 

 【 成果指標 】 

● 養育費の取決めをしている方の割合

 前回値（H24年度） 現状値（H29年度） 目標値（H34年度） 

母子家庭 47.9%    52.6%    60.0%    

父子家庭 17.6%    21.0%    30.0%    



● 面会交流の取決めをしている方の割合

 前回値（H24年度） 現状値（H29年度） 目標値（H34年度） 

母子家庭 24.3%    36.5%    40.0%    

父子家庭 23.7%    35.5%    40.0%    

 ｜ 基本目標４ ｜ 経済的支援の推進 

  経済的に困難な状況にあるひとり親家庭等に対して、各種手当や給付金、貸付金による経済

的な支援を推進します。 

 【 計画の体系 】 

  （基本施策）     （主な事業） 

１ 給付型支援の実施 児童手当（追加） 

 児童扶養手当（★ 拡充） 

２ 経済的負担の軽減 保育料の負担軽減措置（★ 追加） 

 ひとり親家庭等医療費助成（★） 

３ 貸付金による支援の推進 母子・父子・寡婦福祉資金貸付制度（★ 拡充） 

 【 成果指標 】 

● 家計の状況がぎりぎり又は赤字である世帯の割合

 前回値（H24年度） 現状値（H28年度） 目標値（H34年度） 

ひとり親家庭   － 78.2%    65.0%    

 ｜ 基本目標５ ｜ 利用者目線に立った広報の展開 

  情報に接触することが少ないひとり親家庭等に対して、情報を得やすく、必要にしている方

に確実に届くような広報を展開します。

 【 計画の体系 】 

  （基本施策）     （主な事業） 

１ 利用者目線に立った広報の展開 必要な支援につなげるパンフレット作成（★ 新規） 

必要とされる情報を確実に届ける広報（★ 新規） 

 子育て情報サイト及びアプリ（新規） 

 【 成果指標 】 

● 支援制度の認知度

 すべての事業において、現状値（H29 年度）から 10ポイントの改善を目標値とする。 

   ※ 主な事業に（★）の印のあるものは、ひとり親家庭等のための事業です。 


